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平成16年度の法人税改正により、青色申告法人が保存を義務付けられ

ている帳簿書類のうち、従来５年間とされていた帳簿書類の保存期間

が７年に延長されたときいています。どのような書類の保存期間が延長され

たのでしょうか。

法人税法上青色申告法人が保存を義務付けられている帳簿書類のうち、従

来５年間とされていた帳簿書類の保存期間が７年間に延長された（法法126q、

法規59q）。

法人税法における中小法人が保存すべき帳簿書類の保存期間は次の通りである。

青色申告法人の帳簿保存期間

427 公認会計士　松　澤　　修□

細　　目

現金出納帳・固定資産台帳・

売掛帳・買掛帳・経費帳

損益計算書・貸借対照表・

棚卸表

領収書・預金通帳・借用証

株式受渡計算書・社債申込書

契約書・請求書・見積書・

注文書・仕入伝票

納品書・納品受領証・検収書

区　　分

帳簿

決算関係書類

現金・預金関係

有価証券関係

その他

（棚卸資産関係以外）

棚卸資産関係

改正前

７年

５年

改正後

７年証憑書類
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これは、欠損金額の繰越期間を５年から７年に延長する改正にともなう措置であっ

て、欠損金額を７年間に遡って検証する必要があることから、帳簿書類の保存期間を

一律に７年間とする期間延長が行われた。

上記の改正は、法人の平成13年４月１日以後に開始した事業年度において作成若し

くは受領した帳簿書類を保存する場合から適用し、法人の同日前に開始した事業年度

において、作成若しくは受領した帳簿書類を保存する場合については、改正前の保存

期間とする（改正法規付則３，５）。

「平成17年度労働保険の更新について」

労働保険料（労災保険料と雇用保険料）の申告・納付期限は４月１日（金）か

ら５月20日（金）です。加入事業場には４月当初に申告書が郵送されますので、

最寄りの金融機関、郵便局、労働基準監督署または東京労働局へ早めに申告・納

付して下さい（申告書は郵送可）。社会保険労務士および労働保険事務組合制度も

ご利用できます。

また、東京労働局ホームページ（http://www.roudoukyoku.go.jp）には、期間中、

「申告書の書き方」及び保険料計算機能フォームが掲載されていますので、ぜひご

活用下さい。

労働保険に関する問い合わせ、申告書の郵送提出先は

〒112－8581

文京区後楽２－５－１　飯田橋ファーストビル２階

東京労働局　労働保険徴収部　適用課

TEL 03（3818）8239

FAX 03（5689）5072


